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広島県の事例

第２回地方公共団体における
人材マネジメント方策に
関する研究会（Ｒ3.9.8）
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ミッション・ビジョン・バリュー（MVV）を策定している自治体の事例

4

広島県の事例

※広島県HPより事務局にて作成 https://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/230/1269483822130.html
https://www.pref.hiroshima.lg.jp/site/hiroshimavision/index.html

私たちの使命は、県民の信頼と負託をすべての出
発点とし、社会を構成する様々な主体と連携しつつ、
地域社会全体の価値を高め、発展させ、将来にわ
たって、広島に生まれ、育ち、住み、働いて良かっ
たと心から思える広島県を実現していくことです。

基本理念

将来にわたって、「広島に生まれ、育ち、住み、
働いて良かった」と心から思える広島県の実現

目指す姿

県民一人一人が「安心」の土台と「誇り」により、
夢や希望に「挑戦」しています

～仕事も暮らしも。里もまちも。それぞれの欲張り
なライフスタイルの実現～

⚫ 私たちは、広島県を愛し、誇りを持ちま
す。

⚫ 私たちは、県民のために存在します。

⚫ 私たちは、高い志と責任感を持って誠実
に行動します。

⚫ 私たちは、率直かつ積極的に対話します。

⚫ 私たちは、現実を直視し、変化に対応し
ます。

⚫ 私たちは、変革を追求し続けます。

⚫ 私たちは、成果にこだわり続けます。

私たちの使命

ひろしまビジョン

私たちの価値観と行動指針



人事管理のあり方について
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人事院 令和４年度年次報告書（概要）①

6※人事院「令和４年度 年次報告書」より事務局作成 https://www.jinji.go.jp/kouho_houdo/koumuinhakusyo/hakusho/R4/body.html

公務組織の人材マネジメントにおけるデータやデジタルの活用の可能性(第1編第2部第4章)

１ データを活用した組織改善

〇 今後、各府省において、自組織のエンゲージメントの経年変化に着目して組織ごとの
課題を特定し、具体的な対応策を検討・実施し、その結果を次回のサーベイで評価する
という「組織改善のPDCAサイクル」を実装していくことが重要。

〇 一連の取組を通して得られた改善への知見については、各府省内で部局横断的に共有
することが望まれる。

２ 求められる知識・スキル等の可視化

〇 各ポジションに求められる知識・スキル等の要件や各従業員が持つ知識・スキル、職
務経験等の可視化は、職員個別の状況を踏まえたきめ細かい人材マネジメントを行う基
盤となる取組であり、公務組織における実施可能性についても探っていくべき。

〇 まずは、例えば、国家公務員に共通して求められる知識・スキル、あるいは府省内の
業務分野や役職段階ごとに求められる知識・スキルの可視化や、職員各人が保有してい
る知識・スキル、これまでの業務経験等についての情報を可視化することの是非やその
方法等について、検討することが必要。

第１節 公務組織において検討に着手すべき論点



人事院 令和４年度年次報告書（概要）②

7※人事院「令和４年度 年次報告書」より事務局作成 https://www.jinji.go.jp/kouho_houdo/koumuinhakusyo/hakusho/R4/body.html

公務組織の人材マネジメントにおけるデータやデジタルの活用の可能性(第1編第2部第4章)

３ 府省内の職員情報を活用しやすくする環境整備
〇 現在、多くの府省では、職員の採用から退職に至るまでに生まれる様々な情報が容易
に検索できる形で管理されておらず、人事評価や人材育成など、人事業務プロセスの各
担当者が、自身の担当業務の範囲において必要な情報を収集・管理している（人事担当
部局や管理職員が、用途に応じた職員リスト（例えば、特定の研修受講経験のある職員
リストなど）の作成等に当たっては相当な手間を要するという声も少なからずある）。

〇 職員個別の状況を踏まえたきめ細かい人材マネジメントを効率的に行う基礎として、
職員に関する様々な情報が紙ではなく電子的に蓄積されること、上司・部下がそのデー
タをキャリア形成や育成等に容易に活用できる状態としておくこと等が重要。

〇 以上を踏まえ、公務組織においても、タレントマネジメントシステム等のように職員
に係る諸情報を蓄積して容易に活用できるプラットフォームを導入していくべき。

第１節 公務組織において検討に着手すべき論点



人事院 令和４年度年次報告書（概要）③

8※人事院「令和４年度 年次報告書」より事務局作成 https://www.jinji.go.jp/kouho_houdo/koumuinhakusyo/hakusho/R4/body.html

公務組織の人材マネジメントにおけるデータやデジタルの活用の可能性(第1編第2部第4章)

４ 人事業務プロセス間におけるデータ共有・活用の強化
〇 人事評価、人材育成、キャリア開発、人事異動など、従来は個別に行っていた複数の
人事業務プロセスによって得られるデータを連動させ活用することは、職員個別の状況
を踏まえたきめ細かい人材マネジメントに資するものであり、公務組織においても実施
を検討すべき。

（例）職員ごとに人事評価の結果や評価の根拠、評価結果に対する上司のコメントや更なる成長に向
けた上司からのアドバイス、職員自身のキャリア目標等をタレントマネジメントシステムに入力

上司・部下がともに確認しながら、例えば、目指すポジションに求められるスキルの水準に照
らして今後伸長させるべきスキルやそのために有効と思われる研修の内容等について話し合い

話合いの内容を踏まえて人事担当部局が人事異動を検討

５ 各府省人事担当部局の体制増強
〇 各府省人事担当部局は、データやデジタルを活用することで、例えば人事評価等にお
いて一定程度の事務量の削減が見込まれるが、一方で、定期的なデータ収集・管理や、
データ活用に係る管理職員支援に要する各府省人事担当部局の人手は現在よりも増大す
ると考えられることから、全体としては各府省人事担当部局の体制増強が必要。

第１節 公務組織において検討に着手すべき論点



人事院 令和４年度年次報告書（概要）④

9※人事院「令和４年度 年次報告書」より事務局作成 https://www.jinji.go.jp/kouho_houdo/koumuinhakusyo/hakusho/R4/body.html

公務組織の人材マネジメントにおけるデータやデジタルの活用の可能性(第1編第2部第4章)

１ データの活用目的等の特定
〇 公務組織においては、府省ごとに組織構造や人員構成・規模が異なることから、人材
マネジメントにおいてデータやデジタルを活用するに当たっては、まず各組織の人事管
理の現状、課題、今後の方針等を考慮した具体的な活用領域や目的を特定した上で、シ
ステムの導入を含めた、必要なデータを収集・分析する方法等について検討することが
重要。

〇 仮に、活用領域や目的が曖昧なままにタレントマネジメントシステム等を導入した場
合、後になって機能の追加が必要になったり、逆に不要な機能を備えたために、想定外
のコストが発生することがあるほか、本来不要な情報まで収集・分析し、情報管理上の
リスクや業務量の増大等につながるおそれがある。

２ 安定的な職員情報収集の仕組みの確立
〇 体系的に標準化されたデータが安定的に収集されるよう、例えば人事異動・配置の参
考にできる情報とは具体的にどのようなものか、また、それはどのように収集すること
が適当か等、上記１の活用目的に照らして収集すべき情報の種類、内容、体系的に標準
化する手法等についての検討が必要。

第２節 データやデジタルの活用に当たっての留意点



人事院 令和４年度年次報告書（概要）⑤

10※人事院「令和４年度 年次報告書」より事務局作成 https://www.jinji.go.jp/kouho_houdo/koumuinhakusyo/hakusho/R4/body.html

公務組織の人材マネジメントにおけるデータやデジタルの活用の可能性(第1編第2部第4章)

３ データやデジタルを適切に活用するための情報取扱ルールの整備
〇 人材マネジメントにおいてデータやデジタルを活用する際、上記１の活用目的の範囲
内で職員情報を活用することについて組織内に明示することも重要。また、利用目的に
沿って、データ閲覧権限の設定も適切に行うべき。

〇 例えば、デジタルツールによって職員情報を基に解析を行う場合、その解析結果を算
出する仕組みを説明可能なものとし、いわゆるブラックボックス化を避けることに留意
が必要。

〇 これらの点について、既に関係機関が発出した各種の指針等も参照しながら、公務組
織の人材マネジメントにおいてデータやデジタルを適切に活用するための情報取扱ルー
ルの在り方についても検討が必要。

第２節 データやデジタルの活用に当たっての留意点

第３節 今後に向けた取組

〇 各府省の人材マネジメントの現状や特性等も十分に踏まえながら、各府省においてど
のような目的の下にデータやデジタルを活用していくことが考えられるのか、その際、
どのような技術を導入すればよいのか等、幅広い論点について関係者が議論し、検討を
前進させていくことが必要。



PDCAサイクルによる効果・改善点の見える化①

11

地方公共団体における人材
マネジメント方策に関する
研究会令和３年度報告書

（Ｒ4.3）（抜粋）



PDCAサイクルによる効果・改善点の見える化②

12

地方公共団体における人材
マネジメント方策に関する
研究会令和３年度報告書

（Ｒ4.3）（抜粋）



令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）①

13※内閣人事局「令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）」より



令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）②

14※内閣人事局「令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）」より



令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）③

15※内閣人事局「令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）」より



令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）④

16※内閣人事局「令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）」より



令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）⑤

17※内閣人事局「令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）」より



令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）⑥

18※内閣人事局「令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）」より



令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）⑦

19※内閣人事局「令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）」より



令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）⑧

20※内閣人事局「令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）」より



令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）⑨

21※内閣人事局「令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）」より



令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）⑩

22※内閣人事局「令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）」より



令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）⑪

23※内閣人事局「令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）」より



令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）⑫

24※内閣人事局「令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）」より



令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）⑬

25※内閣人事局「令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）」より



令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）⑭

26※内閣人事局「令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）」より



令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）⑮

27※内閣人事局「令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）」より



業務遂行のあり方について

28



市町村職員の業務のタスク分類①

29
※出典：リクルートワークス研究所「持続可能な公務サービスのあり方を考える 困難になる当たり前の維持－公務サービスの未来展望②－」

（執筆：橋本賢二） https://www.works-i.com/research/project/turningpoint/sustainable/detail006.html

➢ 公務員の仕事を

①定型認識業務（事務、検査・監査、監視など）

  ②定型手仕事業務（手作業や機器の操作を伴う
検査・監査、監視など）

  ③非定型手仕事業務（窓口対応、警備、運転、
修理・修復など）

  ④非定型分析業務（研究、調査、設計など）

  ⑤非定型相互業務（管理、調整、折衝など）

 の５つに分解。

➢ 市町村職員全体の平均を集計すると、非定型
業務（ノンルーチン業務）が63.7％と高い
割合を占めている。

【市町村職員の業務のタスク分類（全体）】

〇 内容：リクルートワークス研究所「持続可能な公務サービスのあり方を考える困難になる当たり前の維持
          －公務サービスの未来展望②－」（執筆：橋本賢二）

〇 調査期間：2024年11月20日（水）から27日（水）

〇 調査対象：特別区および市町村に勤務する正規の地方公務員（3,096）



市町村職員の業務のタスク分類②

30

【市町村職員の業務のタスク分類（職務別）】

➢ 定型業務が最も多いのは税務部門で48.0％、他の部門では定型業務の割合は４割

➢ 非定型業務に着目すると、対人コミュニケーションである非定型相互業務が
教育部門（30.0％）、総務・企画部門（27.0％）で、抽象的な課題を解決する
非定型分析業務が土木部門（19.4％）で、柔軟な対応が必要になる非定型手仕事業務が

   消防部門（31.7％）で高くなっている。

※出典：リクルートワークス研究所「持続可能な公務サービスのあり方を考える 困難になる当たり前の維持－公務サービスの未来展望②－」
（執筆：橋本賢二） https://www.works-i.com/research/project/turningpoint/sustainable/detail006.html



市町村職員の業務のタスク分類③

31

【市町村職員の業務量の変化（職務別・タスク
分類別、「増加している計（※）」の回答割合）】

➢ 非定型業務はいずれの職務や業務でも増加しているとする回答が多い。

➢ 非定型手仕事業務は民生部門（48.7％）や衛生部門（47.7％）で、非定型分析業務は土木部門
（43.3％）で、非定型相互業務は土木部門（50.7％）と教育部門（50.4％）で増加しているとす
る回答が多い。

➢ 特に土木部門においては、いずれの非定型業務も増加しているとする回答が多くなっていること
から、業務量が全体的に増加している状況が示唆される。他の部門と比べて非定型分析業務の比
率が高い土木部門は、業務を担うための専門的な知識が必要となる部門でもある。業務を担える
人材が限られる部門での業務量の増加は、一部の人への業務の偏りが生じる原因となりかねない。

※出典：リクルートワークス研究所「持続可能な公務サービスのあり方を考える 困難になる当たり前の維持－公務サービスの未来展望②－」
（執筆：橋本賢二） https://www.works-i.com/research/project/turningpoint/sustainable/detail006.html

※「4.やや増加している」「5.増加している（＋20％以上）」と回答した割合を「増加している計」として集計

➢ 業務の増加量を比較すると、定型業務
よりも非定型業務の方が増加している
とする回答の割合が高い。

➢ 定型手仕事業務は、総務・企画部門や
民生部門以外の部門で、定型認識業務
は、税務部門（42.9％）と民生部門
（40.2％）で増加しているとする回答
が多い。

➢ これらの部門には申請を受け付けて、
それらが法令や基準に適合しているか
否かを判断する業務が多くあることか
ら、申請件数や認定が増加しているこ
とや職員が限られているなか１人あた
りの職員が多くの業務量をこなしてい
ることが示唆される。



自治体における業務量分析の事例（大阪府泉大津市）

32
※出典：総務省HP「平成30年度業務改革モデルプロジェクト（泉大津市 業務改革推進プロジェクト事業）」

https://www.soumu.go.jp/main_content/000611110.pdf
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